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第 1 節 自動車整備産業史研究の意義 
日本の自動車産業史を対象とした研究は数多く存在するが、それらは自動車製造業及び
自動車流通業に関するものがほとんどである。その理由は自動車整備産業の形成過程にあ
ると考えられる。詳細は第 3 章で述べるが、第 1 に自動車整備は自動車流通に付随するも
のとしての認識、第 2 に小型自動車整備業者に関しては個々の企業の零細性、第 3 にデー

















                                                   
1 1973 年 10 月施行の道路運送車両法第 7 次改正による軽自動車の車検の義務付け、その影響による
以降数年に亘る軽自動車販売の落ち込みなどである。 







































                                                   
































                                                   
5 自工会(1965）p.2.  本稿において引用文は、漢数字は数字にて、文言は原文の雰囲気を失わな
い範囲で現代の用語にて表記する。なお誤用と思われる場合もママは付さない。 



























                                                   
8 (2)以下は発行されていない。 
9 この編成からわかるように「小型自動車」とは、自動車のうち一定規格以下の二輪車、三輪車、
四輪車などの総称である。(一定規格とは 1933 年内務省令改正時の規定では、長さ 2.8 メートル以



























第 3 節 本論文の課題 
現在の日本自動車整備産業は以下のように区分されている15。 






                                                   
11 常見耕平(1997)。 
12 外川健一(2001)。 
13 同章第 1 節(1)「分解整備業の歴史と現状」の歴史の部分では、参照文献を断片的に取り入れた
ためか多少の混乱がみられる。 
14 板垣暁(2010）。 
15 日整連による。なお『自動車整備白書』の平成 23 年度版からは整備専業者と整備兼業者を合わ
せて「専・兼業者」としている部分もあるが、本稿においては流通業者とサービス業者の対比が重
要な論点であるので、従前の 4 区分で考察を進める。 
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(約 1 兆 9,500 億円、全体の約 37％)。一方のディーラーは、工場数は専業者と比べると１
/4 程度(約 16,000 工場)だが、売上高は市場全体の半分弱(約 2 兆 5,000 億円、約 47％)を
占める。 














17 兼業者の始まりとしては、部品販売業者が修理を行う別工場の広告が 1915(大正 4）年に掲載さ
れている。宮本商会自動車部が自動車修繕工場の広告を掲載している例である。(東京輪界新聞社
(1915)）。 
18 第 1 章第 3 節において詳述する。 
19 日整連(2013)、以下本節においても特に示さない限り整備関係のデータはこれによる。またここ

























                                                   








から Q6 まで。Q1 にて購入動機を尋ねた。選択肢は「イ.前の車が古くなったから。ロ．前の車の修
理代が高額になってきたから。ハ．車名( ）に乗りたかったから。ニ．違うタイプの車に乗りたか
ったから。ホ．その他 具体的に( ）」である。この調査は 2013 年 5 月 17 日から同年 6 月 10 日ま
で、三重県伊賀市と名張市において、主として営業マンによる訪問あるいは店頭でのアンケート調
査の形で行われた。対象者はディーラーS 社顧客 27 名、ディーラーD 社顧客 38 名、専業 O 社(伊賀





































































 第 2 節では、自動車整備産業における 4 種の業態別29に、それぞれの業態はどのような
ものであるのかを詳細に検討する。そして、自動車整備産業における二大勢力はディーラ
ーと専業者であることを確認する。 


















29 序章第 3 節参照。 
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第 1 節 自動車産業の全体像 
(1) 自動車製造業 
 図 1-1 は自工会(2013)による、2010 年30における主要製造業の製品出荷額及びその割合
を示したものである。 
 自動車製造業の出荷額は 47 兆 3,000 億円と全製造業中最大であり、全出荷額のうち実
に約 1/6(16.4％)を占める31。 
 うち完成車メーカーの出荷額は 18 兆 5,000 億円である。 
 図 1-2 は、自動車関連産業とそれぞれにおける就業人口を、自工会の推計により示した
ものである 。 
 全就業人口 6,244万人のうち、自動車関連就業人口は 548万人と全体の 8.8％を占める。
就業者のうち約 11 人に 1 人は自動車関連の企業で働いていることになる。 




                                                   
30 「2013 年 4 月現在において、2011 年の主要製造業の製造品出荷額が把握できないため、『日本の
自動車工業』(2012 年版）のデータを掲載。」している。 


















































図 1-1 主要製造業の製造品出荷額 (2010 年） 
単位：億円 
自動車製造業製造品出荷額等の内訳 
 自動車製造業(二輪車を含む) ··········· 185,160 
 自動車車体・付随車製造業 ··············· 3,707 



































 自動車製造業(二輪車を含む)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・161,000 人 
 自動車部分品・付属品製造業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・612,000 人 
 自動車車体・付随車製造業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14,000 人 
利用部門・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2,810,000 人 
 道路貨物運送業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1,793,000 人 
 道路旅客運送業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・622,000 人 
 自運輸に付帯するサービス業等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・351,000 人 
 自動車賃貸業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 44,000 人 
関連部門・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・408,000 人 
 ガソリンステーション・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・394,000 人 
 損害保険・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11,000 人 
 自動車リサイクル・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3,000 人 
資材部門・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・388,000 人 
 電気機械器具製造業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・63,000 人 
 非鉄金属製造業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13,000 人 
 鉄鋼業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 101,000 人 
 金属製品製造業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・36,000 人 
 化学工業(塗料含む)、繊維工業、石油精製業・・・・・・・・・・・・・・17,000 人 
 プラスチック・ゴム・ガラス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・68,000 人 
 電子部品・デバイス製造業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・37,000 人 
 生産用機械器具製造業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35,000 人 
販売・整備部門・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1,085,000 人 
 自動車小売業(二輪車含む。新車・中古車・自動車部分品・付属品、等)・637,000 人 
 自動車卸売業(二輪車含む。新車・中古車・自動車部分品・付属品、等)・176,000 人 







図 1-2 自動車関連産業と就業人口 
（注）全就業人口は、東日本大震災の 
被災 3 県を含む補完推計値 
（注）各部門は 100 人単位を四捨五入 
資料：総務省「平成 21 年経済センサス‐基礎調査」「平成 24 年経済センサス‐活動調査(製造業に関する集計‐速












株式会社の 4 社である。 
 自動車出荷額 18 兆 5,000 億円、就業者数 161,000 人の大半はこの 14 社による。 
 
(2) 自動車流通業 
 表 1-1、表 1-2、表 1-3 は、自販連が発行する『第 65 回(平成 24 年 3 月期)自動車ディ
ーラー経営状況調査報告書』記載のデータ及び自販連ホームページをもとに加工したもの
である32。 
総売上額約 12 兆 9,000 億円、一社当たりでは約 111 億円と、後述の自動車整備業者に
対比してその大きさは注目すべきである。就業者総数は約 294,000 人、一社当たりでは 253
人となっている。 
 ここで表 1-1 のデータから、自動車ディーラーの主たる営業品目である新車と、自動車
整備産業に関連する分野としてのサービス・部品部門の売上と利益に注目してみる。 
 新車売上高は約 8 兆 3,000 億円、利益額は 8,150 億円である33。一方、サービス・部品
部門の売上高は約 2 兆 7,900 億円、その利益額は 1 兆 690 億円と新車販売による利益額の
実に 1.3 倍に上る。 
                                                   

















 なお車種店別の企業数は表 1-3 に示したとおりである。乗用車店が約 4 分の 3 を占める
こと、現在では自動車総販売台数の約 4 割を占める軽自動車を販売する軽四主力店が
11.0％に過ぎないことなどがわかる。 





新車販売台数 4,265,180 ― ― 




  新  車 8,316,323 ― 64.3% 
  中 古 車 1,637,127 ― 12.7% 
車両部門計 9,953,450 ― 76.9% 
サービス・部品 2,790,515 ― 21.6% 
そ の 他 193,420 ― 1.5% 





  新  車 815,000 9.8% 36.9% 
  中 古 車 301,231 18.4% 13.6% 
車両部門計 1,116,231 11.2% 50.5% 
サービス・部品 1,068,767 38.3% 48.3% 
そ の 他 26,112 13.3% 1.2% 
合  計 2,211,110 17.1% 100.0% 
出所：自販連(2012)より作成 




表 1-2 ディーラー就業者数 
部 門 人数(百人単位に四捨五入) 1 社当り人数 
営業員 96,400 83 
整備員 105,500 91 
その他従業員 86,100 74 
役 員 6,000 5 
合計 294,000 253 
出所：自販連(2012) 及び自販連ホームページより作成 
 
表 1-3 車種店別企業数 
  大型車店 乗用車店 軽四主力店 輸入車店 合計 
企業数 78 849 128 109 1,164 
 割合(％) 6.7 72.9 11.0 9.4 100.0 
出所：自販連(2012)より作成 
 
 (3) 自動車整備業35 
表 1-4 は日整連が発行する『自動車整備白書平成 24 年度版』(以下、年度にかかわらず
『白書』と略記する。)記載のデータである。 
 業界としての総売上高は約 5 兆 3,000 億円、関係従業員数約 554,000 人、企業数は約
73,600(工場数は約 92,000)であることなどが読み取れる。 
 ここでは、この業界における人員面での規模の零細性をみてみよう。表 1-4 より「5．




 続いて一工場当たり売上高をみてみる。「1．総整備売上高」5 兆 2,982 億円を「3．事業




り整備要員数は 3.6 人であり、ディーラーのそれは 7.1 人である。 
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場(工場)数」91,867 工場で除すると、5,770 万円である37。 
 次に全国自動車保有台数を工場数で除したもの、業界において「管理台数」と呼ばれて
いる38ものの平均数値をみてみる。つまり「8．保有台数」を工場数で除したものであるが、
861 台である。平均すれば一自動車整備工場は 861 台の自動車の整備を担当していること
になる39。 
  
                                                   
37 ここでも専業者の一工場当たり売上高は 3,400万円、ディーラーのそれは 1億 5,700万円であり、








表 1-4 自動車整備業諸表-1 































    専・兼業 72,200 
 
専  業 57,176 
兼  業 15,024 
  ディーラー 15,961 







7.1 事業場当り整備要員数(人) 4.4 
8.保有車両数(千台) 79,113 
(注)各項目の数値は、6 月現在のものである。ただし※印の数値は各事業場の 









 表 1-5 は本節(1)、(2)、(3)で記述した数値であるが、この表では自動車整備の売上が、
ディーラーと整備業者双方に二重計上されている。そこで整備業者の売上からディーラー
分を除いたものが表 1-6 である。(売上÷就業人口、売上÷企業数も参考までに記載した。) 
表 1-6 の売上高に代えて付加価値額による比較を示したものが表 1-7 である。ディーラー
と整備業者の差は小さくなることが読み取れる。 
 
表 1-5 売上高、就業人口、企業数―整備業者にはディーラー分も含まれる 
 完成車メーカー ディーラー 整備業者 
売 上 高 18 兆 5,000 億円 12 兆 9,000 億円 5 兆 3,000 億円 
就 業 人 口 161,000 人 294,000 人 554,000 人 




表 1-6 売上高、就業人口、企業数―整備業者にはディーラー分が含まれない 
 完成車メーカー ディーラー 整備業者 
売 上 高(a) 18 兆 5,000 億円 12 兆 9,000 億円 2 兆 8,000 億円 
就 業 人 口(b) 161,000 人 294,000 人 397,000 人 
企 業 数(c) 14 社 1,164 社 72,408 社 
a/b 1.15 億円 0.44 億円 0.07 億円 





出所：表 1-5、表 1-6 は自工会(2013)、自販連(2012)、日整連(2013)より、表 1-7 は前記に加え平
成 22 年工業統計表より作成 
 
第 2 節 自動車整備産業の分類 
既に述べたように、現在の日本自動車整備産業は次に示す 4 種類の業態に区分されてい
る40。 






(4) 自家整備業者： 主として、自企業が保有する車両の整備を行っている事業場。 
 
そして、整備要員数規模によって、次に示す 5 種類の事業場41に区分されている。 
A1 規模事業場： 整備要員数 2～3 人の事業場 









表 1-7 付加価値額、就業人口、企業数―整備業者にはディーラー分が含まれない 
 完成車メーカー ディーラー 整備業者 
付加価値額(a) 3 兆 9,200 億円 2 兆 2,100 億円 1 兆 7,900 億円 
就 業 人 口(b) 161,000 人 294,000 人 397,000 人 
企 業 数(c) 14 社 1,164 社 72,408 社 
a/b 0.243 億円 0.075 億円 0.045 億円 
a/c 2,800 億円 18.986 億円 0.247 億円 
26 
 
A2 規模事業場： 整備要員数 4～10 人の事業場 
B 規模事業場： 整備要員数 11～20 人の事業場 
C 規模事業場： 整備要員数 21～30 人の事業場 




 図 1-3(30 ページ)にみるように、売上高において自動車整備産業全体の 36.8％、工場数
においては 62.2％を占めるのがこの専業者である。 
一工場当たり年間整備売上高は 3,400 万円である。 
 この業態の特徴は何といってもその数の多さと規模の零細性である。 
 工場数は 57,17642であるが、表 1-8 にみられるとおりそのうち A1 規模つまり整備要員
数が 2～3 人の工場が 68.2％を占めている。さらに整備要員数 4～10 人の A2 規模の工場が
29.5％あり、この両者で実に 97.7％を占めるのである。専業者すなわち零細企業、と言っ
ていいであろう。 
 次に、三重県伊賀市（人口約 10 万人の市場）において事業を営む専業者 4 店を対象に
2013 年 6 月から 7 月にかけて聞き取りにより調査した実例を挙げる。T 店は店主が 2 級整
備士で、その妻が数年前に 3 級整備士資格を取得し夫婦二人で事業を行っている。N 店は
店主が 2 級整備士で、その弟が 3 級整備士であり二人で事業を行っている。Y 店は店主が
2 級整備士その弟が 3 級整備士、店主の妻が事務員という三人体制で事業を行っている。S
店は店主が 2 級整備士、その弟は 3 級整備士、そして店主の長男は 2 級整備士及び検査員
資格者である。主として店主の妻が事務に携わっている。S 店では総勢四人の体制で事業
を行っている（店には出ないが長男の嫁も事務を手伝っている。）。 
 以上挙げた事例は、すべて A1 に分類される整備業者であるが、よく見受けられる自動
車整備店である。 
 この業態における整備要員の生産性は低い(以下、表 1-9 参照)。年間整備売上高は 940
万円であり、兼業者より約 80 万円少なく、ディーラーの約 2,200 万円に比べると 43％で
しかない。 
                                                   
42 現在におけるコンビニの店数は 47,935 店である(「JFA コンビニエンスストア統計調査月報 2013．






は 48.4 歳で 350 万円、ディーラーは 33.8 歳で 420 万円の年収である。専業者の整備要員
は、ディーラーの整備要員より 15 歳年長であるにもかかわらず、その年収は 70 万円低い
のである。 
 今述べたように、専業者の整備要員の平均年齢は 48.4 歳と全業態中最高齢である。こ
の業態の整備要員の高齢化と後継者問題は、今後の専業者工場の減少を予想させるもので
ある。 




 Y 店の工場面積は 144 ㎡である。部品整備を行う場所もありその面積は 27 ㎡である。S
店の工場面積は 146.4 ㎡である。 






 (2) 自動車整備兼業者 
 図 1-3 にみるように、売上高において自動車整備産業全体の 11.7％、工場数においては
16.4％を占めるのがこの兼業者である。 











 工場数は 15,024 であるが、表 1-8 にみられるとおりそのうち A1 規模つまり整備要員数




約 1,020 万円であり、ディーラーの 2,200 万円に比べると 47％でしかない。 
整備要員の給与面における待遇も専業者と大差なく年間約 360 万円であり、ディーラー
との差 60 万円である。業態別平均年齢を加味して考察すれば、兼業者の年収は 43.6 歳で





 (3) ディーラー 






 図 1-3 にみるように、売上高において自動車整備産業全体の 47.4％、工場数においては
17.4％を占めるのがディーラーである。 







15,961 であるが、表 1-8 にみられるとおりそのうち A1 規模つまり整備要員数が 2～3 人
の工場はわずか 11.6％を占めるにすぎない。最も多いものは整備要員数 4～10 人の A2 規
模の工場であり 74.8％を占める。整備要員数が 11～20 人の B 工場は 12.2％あり、この両
者で 87.0％を占めるのである。平均すると一工場当たり 7.1 人の整備要員を擁し、自動車
整備業者としての規模は人員的にも最大である。 
次にディーラーの整備要員の生産性は高い(以下、表 1-9 参照)。年間整備売上高は 2,200
万円であり、専・兼業者 960 万円との差は圧倒的である。給与面の待遇も高く年間約 420
万円であり、専・兼業者との差は約 70 万円もある。業態別平均年齢を加味して考察すれ
ば、ディーラーにおける整備要員の年収は 33.8 歳で 420 万円であり、専・兼業者より 13.5
歳年少であるにもかかわらず、その年収は 70 万円高いのである。 
 
 (4) 自家整備業者 
 自家整備業者は図 1-3 にみるように、売上高においても工場数においても自動車整備産
業全体の 4％を占めるに過ぎない特殊な業態である。 
 一工場当たり年間整備売上高は 5,900 万円である。 
本節冒頭で述べたように、主として自企業が保有する車両の整備を行っている事業場で
あり、このことがこの業態の基本的な特徴である。 
人員的には、A1 規模つまり整備要員数 2～3 人の工場が 54.5％を占めている。さらに整
備要員数 4～10 人の A2 規模の工場は 35.3％であり、この両者で 89.8％を占めている。 


































表 1-8 整備要員数規模別事業場数 
整備要員数 
業態 
A1 A2 B C D 
計 
2～3 人 4～10 人 11～20 人 21～30 人 31 人以上 
専  業 
39,043 16,846 1,096 143 48 57,176 
68.2 29.5 1.9 0.3 0.1 100% 
兼  業 
8,810 5,752 402 41 19 15,024 
58.6 38.3 2.7 0.3 0.1 100% 
ディーラー 
1,861 11,934 1,941 188 37 15,961 
11.6 74.8 12.2 1.2 0.2 100% 
自  家 
2,022 1,308 278 59 39 3,706 
54.5 35.3 7.5 1.6 1.1 100% 
合  計 
51,736 35,840 3,717 431 143 91,867 





表 1-9 自動車整備業諸表-2 




 専・専業 9,617 
 専  業 9,433 
 兼  業 10,245 
 ディーラー 22,002 
 自  家 11,070 




 専・専業 47.3 
 専  業 48.4 
 兼  業 43.6 
 ディーラー 33.8 
 自  家 45.1 
 平  均 43.4 
12.整備要員 1 人 
当りの年間給与 
(千円) 
 専・専業 3,518 
 専  業 3,488 
 兼  業 3,621 
 ディーラー 4,217 
 自  家 3,727 
 平  均 3,727 
(注)各項目の数値は、6 月現在のものである。ただし※印の数値は各事業場の 
6 月に最も近い決算期の数値によるものである。なお平成 24 年度は抽出調査である。  
出所：日整連(2013)より作成 
 

































                                                   
49 同上 p.56. 
50 小売商の商品を新車と特定しただけであるから当然である。さらに付け加えれば、商品をタイヤ
や自動車用品などに特定すれば兼業者の分子モデルになる。 
51 山本昭二(2007） p.54. 
52 医療と自動車整備の類似性については、Andaleeb, Syed, S. & Basu, Amiya, K.(1994),pp.367-368.
に、顧客が受けるサービス品質の評価に関する諸研究の箇所でも並列的に示されていることからも
窺える。automobile service and repair(ASR)に関連した数少ない研究の一つである。 
 ここでは、顧客のメカニズムに関する知識が低ければ低いほど、(知覚された）公正性の重要度が
増すとの結論が示されている。 






































































































































                                                   




58 このことは、道路運送車両法の第 3 次改正(昭和 37 年 5 月 4 日施行）により、指定自動車整備事
業制度が創設され、国の継続検査(いわゆる車検）業務の多くが民間に委託されたこととの類似性を
想起せしめる。 
59 ディーラーにおける整備士資格取得率は 95.7％、専業者は 82.4％である。特に高度な知識を要
求される 1 級整備士では、ディーラーが 3.4％と専業者の 0.9％の約 4 倍の取得率である(平成 24
年度版『白書』)。 
60 この点については、日産自動車と合併前のプリンス自動車販売株式会社最後の取締役人事部長か










第 4 節 自動車整備専業者の日常と問題意識 
(1)自動車整備専業者の日常 
 表 1-10、表 1-11 は、Y 店と S 店の専業者の家族全員の一週間分の行動の記録から、そ
れぞれが費やした時間配分を表にしたものである62。 
Y 店は店主が 2 級整備士、その弟が 3 級整備士、店主の妻が事務員という三人体制で事
業を行っている63。 







けれども大事にしなきゃいかん』と言ってましたよ。」(2011 年 4 月 25 日）。 
61 データが古いが、「この時以降、この種の調査を行っていない。」(公正取引委員会事務局）との
ことである。 
62 2013(平成 25）年 2 月 12 日(火曜日）から 2 月 18 日(月曜日）までの一週間に亘り、日々の行動
を記録したものである。原資料は付表-2 参照。 


















同居者 4 人の活動時間のうち 85％が仕事、15％が家事である。 
 以上の二例は、両店とも A1 に分類される整備業者であるが、よく見受けられる自動車
整備専業店の日常である65。 
 
表 1-10 専業者の日常の時間配分(Y 店) 
 
(注)店主の仕事にはセールス活動 8 時間を含む。店主の妻の仕事にはセールス活動 7 時間、家事に
は地区の用事 1.5 時間を含む。  
出所：筆者作成 
                                                   
64 以下、付表-2(S 店）参照。 
65 比較のため、2 社のディーラーの営業拠点(営業所）店長の、それぞれ業務活動内容の一週間分を





























同    居
店主 店主の妻 合計 店主の弟
40 
 
表 1-11 専業者の日常の時間配分(S 店) 
 












表 1-12 自動車整備専業者の問題意識 
関心度の高い問題点 平成 17 年 平成 23 年 
売上高の減少 17.4% 48.9% 
入庫台数の減少 9.5% 17.3% 
整備要員の高齢化の対応 8.8% 5.0% 
新技術への対応 8.1% 7.9% 
後継者の育成 4.2% 2.7% 
料金水準の低下 4.0% 6.8% 
新規事業者の参入 2.1% 0.3% 





























店主 店主の妻 長男 長男の妻


















テーマ 1 「対ディーラー 我が社の強み・弱み」検討グループ 
   メンバー：男性 59 歳整備、男性 56 歳営業、女性 57 歳事務、女性 45 歳事務、男性
















                                                   
66 2009 年 9 月時点で、整備士 25 名、営業関係 7 名、事務員 9 名、IT 関連 11 名、その他 3 名、総




テーマ 2 「対同業他社 我が社の強み・弱み」検討グループ 
   メンバー：男性 51 歳整備、男性 51 歳板金塗装、女性 57 歳役員、男性 29 歳板金塗
















テーマ 3 「2020 年 勝ち残るために必要なこと・備え」検討グループ 
   メンバー：男性 56 歳役員、男性 34 歳整備、男性 25 歳整備、男性 22 歳整備、男性














 あと 2 グループがあり、テーマは「電気自動車の影響と備え」と「超低価格車の影響と
備え」であった。 
 










 第 2 節では、自動車整備産業における 4 種の業態別に、詳細な検討を加えた。そしてそ
のことにより、同じ自動車整備産業という範疇においても、それぞれの業態によりその規
模や性格は異なることなどを確認した。 















































                                                   
67 脚注 27 参照。 
68 大須賀和美(1992)の時代区分表においては、1903 年の「乗合自動車営業取締規則」(愛知県令第
61 号）発令から 1919 年の「自動車取締令」(内務省令第 1 号）発令までを「府県令時代」と区分し
ている。自動車出現初期の取締法規は府県単位であり、それが徐々に全国統一の規則が必要になっ
てきたことを示している。法制面からのこの時代区分は非常に有益である。 





























第 1 節 自動車業の概観 
 (1) 製造‐1 民間71 
                                                   
70 例をあげれば、1909 年における警視庁管内の自動車総数は 61 台であるが、その内の 52 台は外国





 日本への自動車の到来からわずか 4 年後の 1902 年、双輪商会社主の吉田真太郎がアメ













                                                                                                                                                
下、自工振と略記する。)(1973)、同(1979）、柳田諒三(1944）などによる。 





































 創業当初の快進社自働車工場は、橋本、製図工 1 名、組立工 2 名、旋盤工 2 名、見習工
1 名の総員 7 名の陣容であった。田、青山、竹内の三者80から援助を受け、工場の敷地は
竹内の斡旋で、吉田茂邸の一部を借り受けたものであった。 
 しかし、この快進社も当初は外国車の輸入組立、販売と、自動車の修理が主な収入源で












あった81。国産の脱兎 1 号が完成するのは 1914 年、それが完成度を高めて商品として販売
されるのは 1915 年以降であるが、この快進社とて 1916 年までの脱兎号製造台数は 4 台に
留まる。 
 他に自動車製造の歴史としては、明治期に於いて東京自動車製作所(吉田、内山)の製作






(2) 製造‐2 陸軍82 
 自動車の有用性、特に戦時におけるそれを最も早く認識したのは日本陸軍であった。日
露戦争の経験から、馬匹による輜重輸送83の限界を知った陸軍は、1907 年 2 月、技術審査
部長に自動車の審査を命じた。技術審査部ではこれを受け、フランスよりノーム自動貨車、
スナイドル自動貨車などを輸入、研究し、大阪砲兵工廠において 1911 年に 2 台の甲号自







                                                   
81 「第 2 節 自動車修理の役割 (1) 製造業者にとっての自動車修理」にて詳述。 














 ここで非常に興味深いのは、技術審査部が 1908年 1月にノーム自動貨車の交付を受け、
研究の結果 1910 年 5 月に「軍用自動車の製造は砲兵工廠において可能である」旨上申し、
一年後の 1911 年 5 月に甲号自動貨車を完成させたにもかかわらず、1914 年の丙号、丁号
を最後に陸軍が自動車の製造からは手を引いたことである。 
 1912 年 6 月に陸軍大臣が軍用自動車調査委員に交付した訓令には「本邦陸軍ニ適スル左
記ノ諸件ヲ審議スヘシ」として以下の七項目が列挙されている86。 
 イ 戦時軍用トシテ自動車ヲ使用スヘキ範囲 
 ロ 戦時ニ於ケル自動車縦列ノ組織 
 ハ 軍用自動車ノ使用ニ関スル典範令規ノ起案 
 ニ 平時ニ於ケル自動車運転手養成ニ関スル研究 
 ホ 民間自動車奨励ニ関スル研究 
 ヘ 民間自動車ヲ軍用ニ利用スル方法 













 軍用自動車補助法(大正 7 年、法律第 15 号)は日本初の自動車政策といわれるものであ
る。本法の目的は、「戦時民間自動車を徴用して自動車縦列等の所要自動車を充足しよう
と考えていた陸軍では、民間自動車製造業の勃興と民間自動車事業伸展に伴う保有台数の
                                                   
86 同上 p.528. 






 補助金額は表 2-1 に示すとおり89であるが、「製造補助金の場合、砲兵工廠で試作した 4




                                                   
88 同上 p.552. 




表 2-1 軍用自動車補助法による補助金 
単位：円 
種類 対象 製造 増加 購買 維持(年額) 
甲 積載量 1～1.5 トン自動貨車 1,500 500 1,000 300 
乙 積載量 1.5 トン以上自動貨車 2,000 500 1,000 300 
丙 甲の応用車 1,500 375 750 200 


















 (3) 流通94 
 日本に最初に現れた自動車販売会社は、1901 年 4 月に横浜で設立されたロコモビル・カ
ンパニー・オブ・アメリカ日本代理店である。創立と同時に東京新橋に店舗を設け、ロコ
                                                   
91 輜重兵史刊行委員会(1979)p.555. 
92 奥村正二(1994)p.384. 




モビル蒸気自動車を数台陳列した。新橋の店舗における人員は日本人 3 名を含む 5 名であ
った。しかし、約十台の輸入車を販売したのみで 1905 年に店は閉鎖されたようである95。 










同様に、数台の販売をなしえたのみで 1903 年 9 月頃閉店した99。 
 1900 年代の半ばを過ぎる頃までは、主として外国商館が依頼を受けて、あるは見本とし
て自動車を輸入するというのが一般的であった。しかし、その台数は極めて少なく 1907
                                                   
95 自工会(1965)pp.32-37. 
96 明治 37 年 4 月版の(東京府）電話番号簿に「直輸入商 自動車自転車測量機器其他機械類」との
記載がある。 































第 2 節 自動車修理の役割 
(1) 製造業者にとっての自動車修理 
                                                   




103 1908 年に米国からフォードを持ち帰った高峰譲吉博士の薦めによるものである。 
104 1915 年に、自動車係主任であった簗瀬長太郎が自動車事業を引き継ぎ独立する。 
105 明治、大正、昭和に亘り自動車輸入販売の事業を展開し、後年伊藤忠に事業を引き継ぐ。 
106 これらの輸入商社については、自工会(1967)「第三部 外国車輸入販売」に詳述されている。 
107 呂(2011）p.33. 
108 東京における自動車保有台数の輸入相手先をみると、1914 年では欧州車が米車より多いが、1919
年では米車が欧州車の 10 倍以上となっている(少数車は除外した数字である。）。(呂(2011）p.36. 
原典は『モーター』1915 年、1920 年のそれぞれ 2 月号。) 
55 
 

































『史稿(1)』には、快進社と橋本増治郎の歴史や、明治 44 年 4 月から大正 2 年 11 月ま
で半年ごとの事業報告書の内容が簡略ではあるが記述されている。 
「明治 44 年 12 月 4 日、快進社は商船北野丸で英国製自動車スイフト号 18 馬力の乗用
















                                                   
111 自工会(1965）p.251. 
























表 2-2 明治後期～大正初期の主な自動車流通業者 
販 売 店 名 所 在 地 経営主体者 継 続 期 間 販売車種・注記 
日 本 自 動 車 
(合   資) 
芝 区 琴 平 
町 2 番 地 










東 京 自 動 車 ㈱ 
東 京 日 比 谷 
交 差 点 角 






横 浜 山 下 町 
24番 支 店 
の ち 山 下 町 
57番 移 転 
野 沢 三 喜 三 
41(2 輪各種) 










セ ー ル フ レ 
ー ザ ー 商 会 
東京麹町八重洲
町 1－1 
三菱 5 号館 
E ． W ． フ レ 
ー ザ ー 
43  ～  大 正 
フ ォ ー ド 、 
そ の 他 
高 田 商 会 
東京麹町区有楽
町 三菱第 3 号
館 自動車部－
銀座 1－6 
高 田 慎 蔵 
 部品 － 36頃 
自動車－ 43頃 
ク リ ッ ド 、 
のち各種(大正) 
ア ン ド リ 
ウ ス 商 会 
東 京 京 橋 区 












































梁瀬商会 販売  オイル 
日本自動車(株) 販売 修繕  
インパイヤ自動車ガレジ 販売 修繕  
喜多鐵工所  修繕 自動艇、発動機、諸機械 
東京ガレージ 販売 修繕  
日本商会 販売  部分品 タイヤ 
長坂モーター研究所  修繕  
山田輪盛舘 販売  部分品 




























目とする 2 社の広告を示した(図 2-7、2-8)。自動車流通業者における修理に対する意識と
修理業者におけるそれとの重みの差を表しているといえるのではなかろうか。 
 
図 2-4 自動車流通業者(日本自動車)    図 2-5 自動車流通業者(簗瀬商会) 




図 2-6 自動車流通業者(インパイヤ自動車ガレジ) 
 



































125 東京洲崎埋立地で行われた(同上 p.9.）。 




128。」という事実は 1910 年頃既に存在したのである。 




































 表 2-4 は『小型車銘鑑』記載の自動車修理業者の内、1918 年までに創業した 38 業者の





表 2-4 明治～大正中期 小型自動車販売及修理業者 
店名 創業 所在地 経歴 店名 創業 所在地 経歴 
田中源造商店 1902 愛媛縣 商業 柏陽自動車商會 1913 新潟縣 創業 
渡邊勝商店 1903 東京市 
自転
車業 
岩崎商店 1913 東京市 
自転
車業 
三浦欧米社 1904 東京市 
自転
車業 
スヰフト商會(資) 1913 名古屋市 創業 
渡邊幸次商店 1905 東京市 
自転
車業 
武部サイクル商會 1914 金澤市 
自転
車業 
毛利商店 1906 伊豫八幡濱市 
自転
車業 
高島モーター商會 1914 廣島市 創業 
榎並貞吉商店 1907 松江市 
自転
車業 
伊藤自轉車商會 1914 鳥取縣 
修業
独立 
梶原自轉車自動車商會 1907 愛媛縣 
自転
車業 
小澤大正軒 1914 東京市 
自転
車業 
田宮商店 1907 呉市 
自転
車業 
水野モーター商會 1914 東京市 
自転
車業 








川本八郎商店 1907 横濱市 商業 三浦商會(資) 1915 大阪市 
自転
車業 
近藤自轉車店 1907 岡崎市 
自転
車業 
岡田製作所 1916 京都市 
自転
車業 
日本自動車(資)129 1909 東京市 
自転
車業 
吉川モータース 1917 廣島市 創業 
山田輪盛館 1909 東京市 
修業
独立 
山口商店 1917 東京市 
自転
車業 
タヤノ商店 1910 足利市 
自転
車業 
浦田プリンス商會(合) 1918 鹿皃島縣 
自転
車業 
田宮モーター商會 1910 廣島市 創業 中野商店 1918 濱松市 創業 
松本商會 1910 廣島縣 工作 飯田モーター商會 1918 横濱市 
自転
車業 
中山モーターサイクル商會 1912 三重縣 
自転
車業 
神山サイクル商會(株) 1918 東京市 
自転
車業 
サクセス東京販賣所 1912 東京市 
自転
車業 
城西モータース 1918 東京市 
自転
車業 
藤原自轉車店 1913 島根縣 
自転
車業 
オーケー商會 1918 神戸市 創業 
出所：モーターフアン社(1936a)より 1918 年までに創業した業者130 
 以下の諸点が確認できる。 
                                                   
















 東京、神奈川以外の業者数は 38 業者中 22 業者であり全国の 57.9%を占めている132。1916












 東京、横浜において電話交換業務が始まったのは 1890 年 12 月 16 日である。当初、電




                                                   
131 この事実は本稿を通しての大きな主張点である。第 3 章において述べるように(小型でない）自
動車業者の出自には元自転車業者がほとんど見られないことと対照的である。 








136 明治 37、40、41、42、45 年、大正 2、4、5、6、11、15 年版が複製保存されている。 
明治 45 年版からは発行者が東京中央郵便局へと変わる。 
67 
 
 図 2-9 は「明治 37 年 4 月版電話番号簿」の職業索引137「シ」の部に記載されている「自
転車商 附 自働車販売」の写真である。 
 
図 2-9 明治 37 年 4 月版電話番号簿 自転車商 附 自働車販売 
  






「自転車業」となっているが、明治 40 年 4 月版では木挽町店の記載はなく、銀座店が「自
転車、自働車輸入販売」となっている。この例に関しては、自転車業者から自動車へとい
う流れがみられる。しかし双輪商会以外の例では全てこのような事実は確認できなかった。 
 明治 37 年版において既に事業内容の一つとして「自働(動)車」と記載があるのは坂田
                                                   
137 職業索引はこの版のみにあり、明治 40 年 4 月版以降にはない。 
68 
 
自転車店とモーター商会であるが、両店とも明治 40 年版では姿を消している138。 
 次に、表 2-4 記載の小型自動車業者から東京市所在の 14 店を抜き出し、各年度におけ
る電話番号簿への記載の有無を調べたものが表 2-5 である。 
表 2-5 東京市所在自転車業者の電話番号の有無 
 
※1 は山田光重として、※2 は双輪商会として、※3 は日本自動車(資)として。 
出所:(各年)電話番号簿 明治 37 年～42 年は東京郵便局、明治 45 年以降は東京中央郵便局発行 
 
 日本自動車は明治 37(1904)年版から明治 42(1909)年版まではその前身たる双輪商会と
して、明治 45(1912)年版以降は日本自動車の名で記載されている。 
 山田輪盛館は創業の明治 42(1909)年版には記載がないが、明治 45(1912)年版から大正
2(1913)年版には山田光重の名で、大正 4(1915)年版以降は山田輪盛館の名で記載されてい
る。 








                                                   




1904 1907 1908 1909 1912 1913 1915 1916 1917 1922 1926
渡邊勝商店 1903年 － － － － － － － － － － －
三浦欧米社 1904年 － － － － － － － － － － －
渡邊幸次商店 1905年 － － － － － － － － － －
早輪社モータース 1907年 － － － － － － － － － －
山田輪盛館 1909年 － 有※1 有※1 有 有 有 有 有
サクセス東京販賣所 1912年 － － － － － － －
岩崎商店 1913年 － － － － －
小澤大正軒 1914年 － － － － －
水野モーター商會 1914年 － － － － －
日本自動車(株) 1914年 有※2 有※2 有※2 有※2 有※3 有※3 有 有 有 有 有
松井モーターサイクル商會 1915年 － － － － －
山口商店 1917年 － － －
神山サイクル商會㈱ 1918年 － －



































































自工会(1988) においては、ほぼ本章の期間に相当する大正期半ばから昭和 10 年頃まで









                                                   
















 第 3 節は、自動車修理産業形成過程について述べる。今日のディーラー整備工場の原型
となる、戦間期において自動車販売業者が併設する修理工場が全国的に展開される様子を
述べる。次に『全国自動車界銘鑑』を分析し、自動車を業とする人物や会社の特徴をみる。 
 第 4 節においては、主として『全国著名小型自動車関係者銘鑑』の分析により、小型自
動車業者の起源や特徴について述べる。第 2 章第 4 節において、自転車業者がその業容を
整え始める様子を確認したが、ここでは戦間期までの小型自動車業者の全体像を詳細に分
析する。 
 第 5 節においては、自動車業者と小型自動車業者をいくつかの点において直接的に比較







た。日本で初めて「自動車」が定義されたのは 1919 年(大正 8 年)の内務省令第 1 号「自
                                                   
142 もちろん自動車輸入商がそのままディーラーとなった例も多い。代表例は日本自動車(が設立し
た中央自動車）やエンパイヤ自動車商会などである(脚注 170 参照。)。また、セール・フレーザー






 その第 1 条において「本令ニ於テ自動車ト称スルハ原動機ヲ用ヰ軌条ニ依ラスシテ運転
スル車輛ヲ謂フ」と規定された。後年、問題となるのはその第 33 条である。同条におい
て「自動自転車(サイドカー付ノモノヲ除ク)及オートペットノ類ニ付テハ其運転者ニ対シ










 この段階で、小型自動車の車体寸法は「幅 三尺以内、長 八尺以内、高 三尺六寸以
内」、「発動機 三馬力半以内」等と定められた。 
 この規格は 1930 年、1933 年と順次緩和され、寸法については「全長 2・8 米、幅 1・2










                                                   
144  尾崎正久(1955b）p.381. 










第 1 節 自動車産業の概観 
(1) 製造-1 国産147 
本項においては、この時代の国産自動車製造業の状況を、太田自動車製作所、実用自動
車製造、白楊社を例にとり述べる。 
 太田祐雄は飛行機エンジンの製作などにかかわった後 1912 年頃から自動車の製作に取
り組み、1923 年に OS 号を完成させた。同年、出資者の援助を受け本格的な自動車製造を
めざして国光自動車を設立するが、関東大震災により工場は全焼する。その後、個人経営
の太田自動車製作所として再開業するが、事業内容としては修理や再生が大半で OS 号以
降は 1920 年代には自動車の製造は行われなかった。 
 1930 年以降、内務省令改正による小型車規格の拡大を機に、小型乗用車、小型トラック
の製造に取組み、1936 年に三井の出資により高速機関工業株式会社に改組されるまでの間
に約 60 ないし 70 台の小型車を製造した148。図 3-1 は 1935 年頃の同工場の外観である。 
 




















と 2 名の技術者を招聘して、大阪市西区南恩加島に建坪約 1,350 坪の工場を建設すること
となった。「米国製最新式の機械をとり入れ、規模と言い設備機械の内容と言い、当時の
最新最大な自動車工場であり、またわが国最初のマスプロ・システムであった149。」 
1919 年末に創立して以来、1926 年までの約 7 年間に製造した台数は、「ゴルハム式自動


















われる151。その後開発されたオートモ号152は累計 291 台生産され、そのうちの一台が 1925
                                                   
149 同上 p.405. 
150 同上 pp.412-413. 










国産メーカーに受け継がれることになった153。」表 3-1 の人々である。 
 
表 3-1 白楊社の人々 
氏 名 担 当 略  歴  注  記 
豊 川 順 弥 社 長  
辻  啓 信 製 造 総 括 蔵前、大正元年入社、後陸王のハーレー国産化 
蒔 田 鉄 司 工 場 長 
( 総 括 ) 
蔵前、大正 8 年入社、後くろがね 4 輪起動車試作製造 
池 永  羆 自動車部長 蔵前、大正 11 年入社、後トヨタ重役 
中 村 賢 一 自 動 車 部 大正 12～13 年頃入社、池永部長の下に属し、後年くろがね
に関係、現帝国自動車工業㈱社長 
渡辺隆之介 検 査 大正 12～13 年頃入社、後鐘淵ディーゼル㈱で、ブルドーザ
ー製造に関係、のち日野重工業㈱ 






軍用自動車補助法の指定会社 3 社については第 2 章第 1 節第 2 項において略述したが、





                                                   
153 呂(2011）p.74. 

















 横浜市緑町の組立工場159で、1925 年 2 月から生産を開始し 6 月から販売が始まったが、
その年にわずか半年で 3,500 台が販売された。当時の日本における自動車保有台数が約 3
万台であるので、まさに驚異的な販売台数であった。 




差は表 3-2 にみるとおりである。 
  




158 同上 p.14. 
159 子安に移るまでの仮工場であった。 
160 大阪の熱心な勧誘にもよるが、GM の中国市場に対する戦略もあった(NHK”ドキュメント昭和”













合計 石川島 瓦斯電 ダット 合計 
1925 3,437 ― ― 3,437 103 6 18 127 
1926 8,677 ― ― 8,677 202 ― 43 245 
1927 7,033 5,635 ― 12,688 243 25 34 302 
1928 8,850 15,491 ― 24,341 246 70 117 433 
1929 10,674 15,745 1,251 29,338 205 58 111 374 
1930 10,620 8,049 1,015 19,678 177 57 137 371 













                                                   
162「日本 GM の実質上の支配人まで勤めた鈴木鍗溢氏が語ってくれた。『最終的に GM の大阪進出が決
まったのは、横浜より中国に近いからですよ。満州事変までは、日本で組み立てた半分くらいは、
中国へ輸出しておりました』」(同上 p.38.）とあるように、この時期、GM の日本における組立台数
の約半数は中国へ輸出された。この事実は、1928 年から 1930 年までの日本国内自動車保有台数の
増加がなぜ輸入組立台数を下回るのか、という疑問の一部を説明するものである。 
163 自動車製造事業法については第 4 章第 1 節において述べる。 
164 本項の記述は、自工会(1968）、山岡茂・大島卓(1987）等による。 















































による参入障壁の低さにもより、自動三輪車製造業者は上記 2 社から急激に増加し 1929










































府県ごとに 1 店ないし 2 店という原則によって設定され、例えばシボレー店は 1932 年時
点で全国(植民地含む)に 47 社展開していた。一方、中高級車店(ビュイック、キャディラ
ック等=日本 GM)の場合は、(中略)十数県で 1 店という広さであった172。」しかし、「契約更
改期間はわずか 1 年で、その期間内で成績をあげないと、契約条件に抵触するとされ、米
国メーカー側からの一方的解約が横行した」173等の理由によりディーラーの入れ替わりは
                                                   
166 呂(2011）p.140. 




















(5) 流通-2 小型自動車 












自工会(1968)には、「小型車販売修理業者 (昭和 9～10 年当時)」として、表 3-3 に示
す例を始め、東京 131 店、大阪 62 店、各地方17874 店の合計 267 店が記載されている。 
  
                                                   







表 3-3 小型車販売修理業者 (昭和 9～10 年当時)の例 
(地区)業者名 創業年 代表者名 取扱車種 
(東京地区)    
今西モーター商会 大 10 年 今西清策 ダットサン、サイドカー 
池田モーター商会 大 09 年 池田金造 ニューエラー三輪車、キャブ
トン、富士矢号 
石橋サイクル商会 大 12 年 石橋巌 二、三、四輪販売 
(大阪地区)    
石原モータース 大 12 年 石原国五郎 ハーレー、藤本式リヤカー製
作 
伊藤モーター商会 大 08 年 伊藤伊三郎 ツバサ 
(各地方)    
(鳥取)伊藤自転車商会 大 03 年 伊藤玉蔵 小型販売修理 










                                                   





表 3-4 小型車販売修理業者―取扱車種別店数－ 
車名 
地区 
東京 大阪 各地方 店数計 
ダイハツ 13 9 12 34 
ニューエラー 12 5 2 19 
マツダ 9 4 4 17 
ウェルビー 7 4 4 15 
ツバサ(日本エアーブレーキ) 7 1 2 10 
ジャイアント 4 1 3 8 
ダットサン 7 6 4 17 






行は 1936 年である。前者の「小型車販売修理業者 (昭和 9～10 年当時)」の記載内容は
後者からの転用である。 





















 本章第 1 節(1)で述べたように、戦間期半ば以降、民間における自動車製造は衰退の道
を辿り 1930 年代初頭には実質的に姿を消したといえる。 







































表 3-5 米英対日本自動車平均価格 (昭和 11 年、円対ドル 2.5 倍) 
 高級車 中級車 廉価車 
日本 15,000 円 8,000 円 3,800 円 
米国 2,500 ㌦ 900 ㌦ 420 ㌦ 
英国 900 ㍀ 400 ㍀ 120 ㍀ 




実に 3.6 倍、当時の関税 50％を加味しても 2.4 倍の価格で販売されていたのである。さら
に付け加えれば、ノックダウン方式の自動車製造では関税が 30～42％であることや、需要
逼迫時はプレミアム価格で販売されていたことなどを考慮すれば、その販売一台当たりの
                                                   
183 山本惣治(1938）p.51.山本は『自動車』出版の前年である 1937 年に、日産自動車販売株式会社
設立とともに専務取締役に就任した人物である。 










第 3 節 自動車修理業者 
















                                                   
185 昭和 9 年から 11 年の平均を 1 とした場合、2012 年の消費者物価指数は 1749.8(総務省統計局「消
費者物価指数年報」）である。廉価車 3800 円の現在の価格は約 665 万円となる。年次は数年遡るが、
呂(2011）p.62.、p.92.から推定するとフォード、シボレーのマージンは 34 ないし 36％である。廉
価車販売の台当り利益は 2012 年の価値で 230 万円を超える。 
186 尾崎正久(1955a)p.104.続いて昭和 5 年の事例として P 車(ポンティアックと思われる）のセール
スマン・コミッションがリムジンで 1,500 円、セダンで 1,000 円であったと紹介されている。当時
の 1,000 円は 2012 年の価値に換算すると約 198 万円である。 


































                                                   
189 日本フォード自動車株式会社(1930）。 
190 四宮正親(1998）pp.13-14.原典は『日産、GM 第一次交渉関係』鮎川家所蔵。 






















                                                   
191 松永商店には「陳列所」の文字はない。 
192 1928 年は、その前年に生産を終了した T 型フォードに代わり、A 型フォードの生産が始まった年











界銘鑑』に記載のある 107 件の内、同名鑑にも記載があるのは 24 件であった。このことは、同名鑑
が極東モーター社出版物(雑誌『極東モーター』）の購読者リストであることを裏付けるものであろ
うと考えられる。第 4 節(2）で述べる『全国著名小型自動車関係者銘鑑』に記載のある 258 件の内
でも、同名鑑にわずか 7 件の記載しかないことも、同様のことを物語ると考えられる。 








習所、出版社などの関係者 38 名を除き自動車産業に従事する人数は 315 名である。この
うち同じ会社から複数名の記載がある場合は197、店別に一名を主として役職の高位から選
んだ。結果として『自動車銘鑑』の店別版は 268 店を網羅することとなった198。つぎにこ
の 268 社を業種別、地域別に分類したのが表 3-6 である。以下ではこのうち販売修理に分
類される 107 店について分析する。 




販売及修理 部分品 タイヤ タクシー 運輸 製造 
京浜 75 78 30 11 11 16 221 
京阪神 12 6 1  1 ― 20 
中京 2 2 ― 1 ― ― 5 
各地 18 1 ― ― 3 ― 22 











動車銘鑑』においては考察対象の 107 社から「創業」の 9 社を除いた 98 社中実に 65 人
(66.3％)の事業主が複数の職歴を経験していた。ⅴで述べる「他」の業歴も多様さに富ん
でいる。 
                                                   
197 梁瀬自動車㈱11 名、東邦自動車㈱6 名、松永商店 4 名、三柏商会 4 名、西村製作所 3 名、東京瓦
斯電気工業㈱2 名など 28 社 44 名分である。 




表 3-7 自動車業者の経歴別、地域別店数 
 経験独立 創業 商業 工業 他 計 
京浜 45 5 13 2 10 75 
京阪神 6 2 3 ― 1 12 
各地 11 2 4 ― 3 20 






ⅱ 創業： 創業者。 
ⅲ 商業： 商業関係の業歴者。 
ⅳ 工業： 工作、製作等の業歴者。 















































































                                                   















第 4 節 小型自動車修理業者 
 (1) 自転車業者を基盤とした小型自動車修理業者の形成 
                                                   
201 107 件中、創業年が記載されているのはわずか 35 件である。 
202 この資料の中での考察である。 
表 3-8 自動車業者の創業年別、経歴別店数 
創業年 関連 創業 商業 他 計 創業年 関連 創業 商業 他 計 
1911  3   3 1921 2    2 
1912     0 1922     0 
1913  1   1 1923 1   1 2 
1914     0 1924 3 1 1 1 6 
1915   1  1 1925 1   1 2 
1916     0 1926 2    2 
1917 2    2 1927 2    2 
1918   3  3 1928 3   1 4 
1919     0 1929 2   1 3 
1920 1    1 1930   1  1 





























全国で 452 店205が網羅されている(表 3-9)。 




205 脚注 204 で述べたように台湾では屏東市、基隆市、台北市、高雄市に各 1 店、朝鮮では京城市、
96 
 









京浜 21 76 133 230 
京阪神 13 52 59 124 
中京及各地 6 5 87 98 
全国計 40 133 279 452 















上記 258 業者を経歴別、地域別に分類したものが表 3-10 である。 
  
                                                                                                                                                
釜山市に各 1 店、中国では大連市に 2 店の計 8 店を含む。 
206 別の資料(『自動車月報』1928 年 11 月号）では 1928 年頃の全国の自動車修理店数は 580 店、う
ち東京に 210 店あったとされている。約 8 年の時期の違いはあるが 258 件というサンプル数は分析
に十分な数であり、地域別の比率もほぼ適正なものであると考えられる。(表 3-11 より、1928 年ま





表 3-10 小型自動車販売及修理業者 経歴別、地域別店数 
 自転車業 創業 修業独立 商業 法人 工作業 不明 計 
京浜 43 15 47 7 4 5 8 129 
京阪神 14 6 15 5 5 4 6 55 
各地 29 22 11 1 4 3 4 74 





ⅱ 創業  ：業歴のないもの、レースをしていて、地域の草分け等である。 
ⅲ 修業独立：他の自転車業者等208の店で働き修業し、後独立したもの等である。 
ⅳ 商業  ：商人であった、また商店で働いていた等。 
ⅴ 法人  ：製造、総代理店等の支店や別事業としての修理工場。 
ⅵ 工作業 ：主に鉄製品の工作、鉄工所、溶接業等。 
ⅶ 不明  ：経歴の記載のないもの209。 
 
ⅰ 自転車業  
資料を読み進めていてまず気付くことは、もと自転車店を営んでいた業者の多さである。
表 3-10 に示すように小型自動車業者 258 店のうち 86 店(33.3％)もの店が該当する。さら
にそれらの店で修業後独立した業者 73 店を加えると実に 159 店(61.6％)となる。このこ























































































ダイハツが三輪車に進出したのは昭和 5 年である。 








 京浜地域が 129 店と、全体のちょうど 50％を占めている。経歴別にみると、自転車業出






 京阪神地域は 55 店と全国の 21.3％を占めている。より細分すれば、大阪が 45 店とこの
地域の 80％強を占め京阪神とはいえほぼ大阪の傾向を示している。 
                                                   

















小型自動車業者の創業年次を経歴別に分類したのが表 3-11 である211。 
  
                                                   
211 258 サンプルから創業年次が不明のものを除いた 239 件についてである。 
102 
 
表 3-11 小型自動車業者 創業年別、経歴別店数 
創業年 転 修 創 商 法 工 不 計 創業年 転 修 創 商 法 工 不 計 創業年 転 修 創 商 法 工 不 計 
1902    1    1 1914 3 1 1     5 1926 3 4 2 1 1 1 1 13 
1903 1       1 1915 2       2 1927 5 4 4 1 1  1 16 
1904 1       1 1916 1       1 1928 4   1    5 
1905 1       1 1917 1  1     2 1929  6 1 1    8 
1906 1       1 1918 4  2     6 1930 4 4 3 2 1  2 16 
1907 5   1    6 1919 5  1     6 1931 6 5 4 1 1   17 
1908        0 1920 5 3 1   1 1 11 1932 1 4 3    2 10 
1909 1 1      2 1921 10 2     1 13 1933  7  1   1 9 
1910 1  1   1  3 1922 1 2 2   1 1 7 1934  6    1 1 8 
1911        0 1923 5 4 3 1  1  14 1935 1 7 1  7 1  17 
1912 2       2 1924 3 1 3 1  2 1 11 1936  4 1   1  6 





























震災後わずか 2 年足らず後に過当競争が存在したのである。 
次に示すのは表 3-11 をグラフ化したものである。 
 






























































































































































































したものが表 3-12である。従業員数規模 3名の店が 49店と最も多く 20.6％を占めること、
6 名以下の店で約 70％を占めることなどが示されている。 






表 3-12 人数規模別店数 
人数 店数 率(%) 人数 店数 率(%) 人数 店数 率(%) 
1 2 0.8 11 6 2.5 24 1 0.4 
2 26 10.9 12 3 1.3 25 1 0.4 
3 49 20.6 13 4 1.7 26 2 0.8 
4 34 14.3 14 0 0.0 27 1 0.4 
5 29 12.2 15 6 2.5 30 1 0.4 
6 24 10.1 16 1 0.4 31以上 4 1.7 
7 12 5.0 17 1 0.4    
8 14 5.9 18 1 0.4    
9 7 2.9 19 1 0.4    





表 3-13 整備要員数規模別事業場数割合 
業  態 
整 備 要 員 数 
2～3 人 4～10 人 11～20 人 21～30 人 31 人以上 
専 業 68.2% 29.5% 1.9% 0.3% 0.1% 
デ ィ ー ラ ー 11.6% 74.8% 12.2% 1.2% 0.2% 
出所：日整連(2013)より作成 
 











 自動車業者 小型自動車業者 
 店数[店] 比率[％] 店数[店] 比率[％] 
株式会社 26 24.3 9 3.5 
合名会社 ― ― 3 1.2 
合資会社 6 5.6 14 5.4 
計 32 29.9 26 10.1 
サンプル数 107 100.0 258 100.0 
出所：ポケットモーター社(1930)、モーターフアン社(1936a)より作成 
 
小型自動車業者においては、株式会社 9 社、合名会社 3 社、合資会社 14 社と法人は総





計わずか 26 社である。サンプル数は 258 社であり、その法人化率の小ささ(約 10％にすぎ
ない)は顕著である。小型車自動車業者はそのほとんどが個人事業であったのである。 




原則として営業税 50 円以上納税者を対象とした商工社(大正 14 年度版)『日本全国商工










表 3-15 経営者の海外渡航歴、学歴 
 自動車業者 小型自動車業者 
 人数[人] 比率[％] 人数[人] 比率[％] 
海外渡航者 27 25.2 0 0.0 
大学卒業者 20 18.7 3 1.2 





る(表 3-16)。『自動車銘鑑』記載の扱い車種としては、シボレーを扱う店が 14 店、ポンテ
アクとオークランド各 7 店、フォード 5 店、ホイペット 3 店、シトロエン 2 店であり、そ











表 3-17 であるが、ダイハツの 34 件を筆頭に、ニューエラー20 件、ダットサン 18 件、富

























































































































































































































 第 1 節では自動車産業全体を概観する。 























第 1 節 自動車産業の概観 
(1)自動車製造事業法 
 自動車製造事業法(以下、自製法と略記する。)は 1936 年 5 月に公布されたが、その大










中心に述べる。同社の前身は 1929 年に GM の代理店として設立された日の出モータースである。(そ


























  日本フォード株式会社 一二、三六〇輛以内 







                                                   




















 次項で述べる 3 社が許可会社となり、大衆車の大量生産に向かう229。 






                                                   








229 東京自動車工業が許可会社になるのは 1941 年である。同社は主として軍用車を製造する会社で



















 3 社の生産実績は表 4-1 に示すとおりである。 
  
                                                   
230 和田一夫・由井常彦(2002)によれば、100 万円は分割受け取りであり、かつ、佐吉の百ケ日に、
その時点までに受領済みの 25 万円を特別慰労金として、自動織機発明関係者及び全従業員六千余名







233 当初、自動車の年間需要を推定して許可会社を 2 社にしぼった(自工振(1979）p.25.）。 
117 
 
表 4-1 許可三社の生産実績推移 
単位：台 
年度 
日産 トヨタ ヂーゼル 








1934 ― ― 650 290 ― ― 不明 940 
1935 不明 ― 2,630 1,170 ― 20 不明 3,820 
1936 100 ― 2,562 3,601 100 1,042 不明 7,405 
1937 490 1,384 3,578 4,775 577 3,436 600 14,840 
1938 不明 8,249 不明 4,191 539 4,076 1,695 18,750 
1939 1,370 13,786 不明 2,665 107 11,874 4,180 33,982 
1940 1,162 13,991 ― 772 268 14,519 7,066 37,778 
1941 1,587 17,194 ― 907 208 14,403 7,797 42,096 
1942 871 15,974 ― 589 41 16,261 5,265 39,001 
1943 566 9,958 ― 229 53 9,379 5,365 25,550 
1944 9 7,074 ― ― 19 12,533 3,846 23,481 
1945 ― 2,001 ― ― ― 3,275 不明 5,276 
出所：山岡茂・大島卓(1987)pp.74-75.より作成 
 
 (3) 製造-2 小型自動車 




推移である(表 4-2、表 4-3)。 
 まず三輪車については、発動機製造や東洋工業など大手専門企業による234大量生産が中
心となってきた。生産台数も 1937 年までは順調に増加しているが、同年を境に急落する。 
「小型自動車は、すでに、昭和 11 年の『自動車製造事業法』による保護のらち外におか











表 4-2 小型自動三輪車銘柄別生産台数 
単位：台 
会社名 車名 1935 1936 1937 1938 1939 1940 計 
発動機製造 ダイハツ 2,979 3,957 5,793 4,396 2,573 2,246 21,944 
日本内燃機 くろがね 1,137 1,693 1,786 898 518 1,200 7,232 
東洋工業 マツダ 970 2,353 3,021 2,008 1,891 1,373 11,616 
昭和内燃機 
富士矢 120 350 480 280 180 110 1,520 
日曹236 ― ― 50 250 190 240 730 
帝国製鉄 ヂャイアント 681 644 636 446 499 394 3300 
その他 3,894 3,897 4,108 3,003 2,072 1,759 18,733 










                                                   
235 東洋工業株式会社五十年史編纂委員会(以下、東洋工業と略記する。）(1972)p.114. 
236 日曹コンツェルンの参入による(有沢広巳監修(1994a）p.282.参照）。 








から京豊自動車工業(株)は、昭和 13 年 8 月京三号の製造中止を決定し、社名を自動車部
品製造(株)と改め、小型自動車部品の製造に限定することになった240。」 
 
表 4-3 小型四輪車(ダットサン、京三号)生産台数 
単位：台 






乗用車 10 150 202 880 1,631 2,562 3,578 ― 9,013 
トラック ― ― ― 290 1,169 3,601 4,775 ― 9,835 




トラック ― 50 150 200 250 300 600 500 2,050 
出所：自工会(1969)p.158、p.217.より作成 
 












241 普通トラックの総生産台数に占める軍需の比率は 1938 年に 25.3%であったものが 1940 年には











乗用車 計 四輪車 三輪車 計 
1937 7,643 1,819 9,642 8,593 15,230 23,823 
1938 13,981 1,774 15,755 8,633 10,685 19,318 
1939 29,233 856 30,089 4,425 8,194 12,619 
1940 42,073 1,633 43,706 2,335 8,252 10,587 
1941 42,813 1,065 43,878 2,620 4,666 7,286 
1942 34,786 705 35,491 1,697 3,821 5,518 
1943 24,600 207 24,807 1,072 2,259 3,331 
1944 21,434 19 21,453 309 1,338 1,647 
1945 5,487 0 5,487 3 684 687 
出所：東洋工業(1972)p.113.を加工(原資料は東洋経済新報社(1950)) 
 






















 トヨタの全国ディーラー網は 1938年には 22社、1939年には 24社と拡張されていった。 








店、1937 年にはそれぞれ 33 店、131 店と増加をみたが、1940 年には 39 店、84 店、1941
年には統制の実施により、64 店、63 店となった250。 
 東洋工業においては、1936 年にそれまでの三菱商事との一手販売契約を解除し、自力で
























第 2 節 自動車修理業の役割 
 自動車製造の初期における自動車修理は、主として製造者がそれを担った。自動車はま
だ必需品ではなく修理に緊急性を求められることは少なかったようである。 







以下では、トヨタ G1 型トラックの発売当時（1935 年）におけるディーラー修理部門の
活動状況と、戦中におけるそれを、愛知トヨタ(1969)の事例を中心にみる。 












































第 3 節 自動車統制会と日配、自配262 
                                                   
256 同上 p.132. 
257 社団法人愛知県自動車整備振興会(以下、愛整振と略記する。）(1971）p.7. 
258 このような作業は 1960 年代頃までは普通に行われた。「修理」が「部品交換」に変容するのは、
「整備における熟練技能の機器への置き換え」が進む 1973年前後からである(第 6章第 1節参照。）。 
259 この事実は戦況が逼迫してきたことを物語る。なぜならば、当初、自動車修理工は徴用対象から
は基本的に外されていたようである。当時の「自転車業者の中には、徴用を逃れるため、自動車修









 (1) 自動車統制会 
 1938 年に制定された国家総動員法に基づき、1941 年 9 月に重要産業団体令が施行され
統制会設立の法的根拠が確立された263。 







長に内定した。設立総会は 1941 年 12 月 24 日に東京の帝国ホテルにおいて開催され、同
日、自動車統制会が発足した。 











                                                   
263 第 1 次指定をう受けたのは、鉄鋼、石炭、鉱山、セメント、電気機械、産業機械、精密機械、自

















































 (2) 日配、自配 
 日配は 1942 年 7 月 10 日に設立された。出資者は 10 の会社及び団体であるが（表 4-5）、
本稿の主題との関連では、日本自動車修理加工工業組合連合会が加わっていることが注目


























                                                   
274 図 4-2 参照。 
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属品や修繕材料のみであった。翌 1943 年度 4 月から 9 月の売上金額をみても、新車の売
上高は 106 台で 67 万 3,776 円であり、部分品売上高 126 万 5,562 円の約半分に過ぎない。
他に、中古車 1 台 3,400 円、再生エンジン 26 台 2 万 5,984 円、修理代 24 万 7,770 円で、





























                                                   
277 愛知トヨタ(1969）p.149. 
取締役会長 滝藤治三郎 
取締役社長 山 口  昇 
































































































(15) (15) (60) (20) (20) (60) 
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需 要 者 
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自動車修理業者組織の形成を例に、その一端を辿る（表 4-7 参照）。 





しかし、この 38 業者と 5 年後の組合員 48 業者の名は、第 3 章第 4 節にて言及した『全
国著名小型自動車関係者銘鑑』には一人も掲載されていない。「自動車」とはあくまでも
大衆車であり、小型車修理業界とは異なる業界であった様子が窺える283。 
 1939 年 11 月に、同組合は「名古屋自動車加工再生工業組合」と名称を変更する。本章
第 2 節にて既述のように、軍による徴発自動車の修理を請け負うことに関連するものと考
えられる。 
 1940 年 3 月には、「愛知県自動車加工修理工業組合」と名称を変更する。この頃、各地
で工業組合法に基づく、自動車修理加工工業組合の設立がみられたようであり284、その一
つと考えられる。 








281 東京においては、1931 年 2 月に東京自動車修繕加工工業組合が設立された（『モーター』昭和 6
年 3 月号。翌 7 年正月号には、同組合が満州事変慰問金を集めた等の記事が掲載されている。）。 
282 愛整振(1971)p.7. 
283 第 69 回衆議院、昭和六年法律第四十号中改正法律案（重要産業の統制に関する件）委員会（昭







 全国的に設立されたこれら自動車修理加工工業組合の中央組織として、同年 10 月に「日
本自動車修理加工工業組合連合会」が設立された。現在の日整連の基盤となるものである。 





















表 4-7 自動車整備業界の組織の推移（1）（全国及び愛知県） 
全   国 愛 知 














 1939 11 
名古屋自動車 
加工再生工業組合 





各地（工業組合法） 1940 3 
愛知県自動車 
加工修理工業組合 
  ↓    ↓ 










 1942 12 （第 2 次 通牒） 









    1944 1 
愛知県自動車 
整備統制組合 




 (2) 企業整備と自動車修理業界への影響287 
 企業整備令（昭和 17 年 5 月 12 日勅令第 503 号）は、国家総動員法に基づく勅令であり、
その根拠とする条文は同法第 16 条ノ 2 及 3 である288。令の目的は第 2 条に「本令ハ国民
                                                   
287 本項での記述は、主として日本経済連盟会（1944）、福田喜東（1942）、日本経済連盟会調査課（1943）
及び、三重県伊賀市所在の K、S、I 三店の自転車・自動二輪車店主等への聞き取り調査による。 
288 「第 16 条ノ 2 は『事業ニ属スル設備又ハ権利』の譲渡其の他の処分、出資、使用又は移動に関
















 企業整備令により、生産停止中のものも含め 36 社あった小型自動車製造業者は、四輪
車メーカー1 社（高速機関工業）、三輪車メーカー4 社（発動機製造、東洋工業、日本内燃




































第 5 節 陸軍自動車学校/機甲整備学校の果たした役割296 










                                                   
294 「何事もなかったように」というニュアンスであった（2013 年 1 月 10 日、17 日、10 月 10 日）。 
295 津市においては三重交通の修理工場に業者が集約された。当時は木炭車が多かったそうで鉄材は
あまりなかったようである。技術の伝播や、業者たちのその後については不明である（H モーター






























                                                   





聞き取り調査をする機会を得た（2012 年 7 月 21 日）。「（隊に召集された父親は）銀座でタクシーを
やっていた。」、「自動車隊は、自動車とか自転車をやっていたものが集められた。何とかなると思わ
れたんやね。」等の発言はこの事実を裏付ける事例であろう。伊豆修善寺で毎年、同会の例会が開催
される 7 月 21 日は、隊が大竹港に帰還した日（昭和 21 年）である。 
304 ここは「移り替っていた」と記述すべきである。 




中尉であった。修学期間は、佐官学生は 3 か月、乙種学生は 4 か月であり、それぞれ年 1
回入校した。丙種学生は中、少尉であり、戊種学生は下士であった。修学期間はともに 5
か月であり、年 2 回入校した。練習隊では兵技兵が教育された（表 4-8）。 
 
表 4-8 陸軍自動車学校、機甲整備学校の学生区分、修学期間等 
陸軍自動車学校 陸軍機甲整備学校 
区分 官位等 修学期間 入校／年 区分 官位等 修学期間 入校／年 
甲種学生 尉官 ５ヶ月 ２回 佐官学生 中・少佐 ３ヶ月 １回 








丙種学生 中・少尉 ５ヶ月 ２回 
    戊種学生 下士 ５ヶ月 ２回 


















 (2) 教育カリキュラム 
 陸軍自動車学校における自動車技術教育計画（カリキュラム）の例を、陸軍自動車学校




 24 週（約 5 か月半）に亘り、計 105 日、576 時間の教育計画である。第 16 週に「年末、
年始作業休」がみられるなど、9 月半ばを始期とする実際に行われた教育の事例と思われ
る。24 週（実際は 23 週弱）という期間は表 4-8 の修学期間と整合する。 
 「教育方針」として「一、本計画ハ野戦自動車廠要因工手トシテ必要ナル学術科ヲ教育















表 4-9 工手技術教育計画の一例 
 
 
                                                   
307 故障した自動車を現場で修理するために、修理用工具、器材等を積載したトラックである。 
第１週 第２週 第３週 第４週 第５週
１日 ４日 ５日 ５日 ３日
７時間 ２５時間 ２８時間 ２７時間 ２１時間














第６週 第７週 第８週 第９週 第１０週
４日 ５日 ５日 ５日 ４日


























































出所：陸軍機自動車学校将校集会所『自動車記事』昭和 15 年 12 月号より作成 
 
第１１週 第１２週 第１３週 第１４週 第１５週
５日 ５日 ５日 ５日 ５日








































第１６週 第１７週 第１８週 第１９週 第２０週
１日 ５日 ５日 ５日 ５日
３時間 ２７時間 ２７時間 ２７時間 ２４時間















































第２１週 第２２週 第２３週 第２４週 計
５日 ４日 ５日 ４日 １０５日間
２７時間 ２１時間 ２７時間 ２４時間 ５７６時間






























 (3) 輩出人数 
 本項においては、陸軍自動車学校/機構整備学校が輩出した自動車整備技術者の数を試
算するために、入校者数等の事例を示し考察する。 
 1938 年 7 月 6 日、教育総監より陸軍大臣宛てに、13 年度の練習隊兵 79 名「分遣方達相
成度」との通牒が出されている。入校日時は昭和 13 年 8 月 10 日午前 9 時である308。同年
11 月 8 日には、「臨時教育学生分遣」に関し同様の回答が出されている。人数は中（少）
尉、軍曹（伍長）計 88 名、教育機関は 2 か月である309。 
 機甲整備学校に編制が変わってからも、昭和 17 年 7 月 28 日に、乙種学生 23 名、期間 4
か月との同様の照会が出されている。同年 10 月 28 日には、学校長代理から陸軍大臣宛て
に「兵技兵転属に関する件報告」として、「昭和十七年度第二次補充兵転属名簿」計 133
名分が示されている。工科区分としては、発技(発動機技術、筆者)（戦車）50 名、同（自
















                                                   
308 「陸軍自動車学校昭和 13 年度練習隊兵分遣の件」アジア歴史資料センター、画像番号 0685-0696。 
309 「陸軍自動車学校昭和 13 年度臨時教育学生分遣の件」アジア歴史資料センター、画像番号
1537-1560。 
310 「兵技兵転属に関する件」アジア歴史資料センター、画像番号 0034-0046。 





  入校人員ハ毎回約三〇〇名ニシテ教育期間ハ約十ヶ月ナリ 
ハ、技術部兵教育 
  練習隊ニ於テ教育シ各特技区分ニ基キ狭ク深ク技能ヲ修得セシム 











数は、各回、丙種学生 150 名、戊種学生 200 名、練習隊 300 名（及び、臨時学生）であり、












































































製造 3 社と小型自動車製造 2 社の流通網について述べる。 
 第 2 節では、自動車修理業の役割について述べる。自動車製造業におけるトラック生産
とともに、修理による輸送力の回復が急務であった。また、零細な修理工場の当時の様子
について事例を示す。 
 第 3 節では、自動車統制会と日配の解散、及び自配の当面の存続と、それが今日のディ
ーラー網につながることについて述べる。 
 第 4 節では、戦時期に形成された自動車修理業者の組織が、戦後どのように改編された
かをみる。そして現在に至るまでの変遷を述べる。普通自動車の整備業界組織と小型自動
車のそれが一つになるのは実に 1967 年になってからである。 
 第 5 節では、現在に至るまで自動車整備産業を規制する基本法たる道路運送車両法の制
定について述べる。 










第 1 節 自動車産業の概観 
(1）製造-1 四輪トラック 







力回復の必要を認め 1945 年 9 月に、トラックの生産再開を許可した（表 5-2）。しかし、
タイヤ319を始め生産資材や部品の供給が隘路となり、自動車生産台数が 1940 年を上回る




に時間がかかり、完成までに約 4 か月の月日を要するのが通常であった320。」 
  




319 1946 年時点で、新車用タイヤの必要数は 111,200 本、割当数は 77,830 本であった。タイヤ装着















乗用車 バス トラック 小計 トラック 乗用車 トラック 小計 トラック 
1937 60,054 24,344 61,132 145,530 47,869 193,399 1,819 16,236 18,055 15,230 33,285 
1940 52,110 22,394 77,561 152,065 50,420 202,485 1,633 44,400 46,033 8,252 54,285 
1945 25,533 12,792 72,900 111,225 28,500 139,725 ― 6,726 6,726 585 7,311 
1946 26,863 12,060 84,579 123,502 33,598 157,100 ― 14,914 14,914 2,692 17,606 
1947 26,340 12,772 100,618 139,730 34,267 173,997 110 11,106 11,216 7,432 18,648 
1948 30,273 14,704 122,676 167,653 50,746 218,399 381 19,211 19,592 16,852 36,444 
1949 36,265 16,467 137,876 190,608 76,751 267,359 1,070 25,560 26,630 26,727 53,357 










トヨタ 日産 ヂーゼル自工 合計 
20／9 104 ― ― 104 
10 511 ― 62 573 
11 255 50 30 335 
12 220 150 70 440 
21／1 210 175 30 415 
2 251 237 73 561 
3 504 537 74 1,115 
4 506 701 195 1,402 
5 402 520 350 1,272 
6 730 402 351 1,483 
7 607 556 300 1,463 
8 505 502 250 1,257 





いる「GHQ が許可した月産 1500 台のトラックの生産枠」について考察する。 
 自工振(1973)に、「『制限付生産許可』説は誤り」という一項があり、当時の商工省技官
であった寺澤市兵衛と、GHQ 経済科学局バンチング少佐とのやり取り等が記載されている。 
「9 月 25 日付のメモランダムに関して、トラックの製造許可の項に台数制限がない点を質
してみました。すると少佐は『どれくらい造れるか』と私に問いかえします。私は（中略）
20 年末に月産 1500 台くらいのトラックを造ることが可能である、と答えたところ、彼は
『それでよかろう』とうなずいていました。（中略）このときの『月産 1500 台可能』と答
                                                   






MEMORRANDUM には“8. Authorization is given to the manufacture of the motor tracks 
as described in paragraph 7; but not to the manufacture of passenger vehicles.”
とあり、例えば“3. …180,000 tons of steel…”、“4. …6,000 tons of aluminum…”
のように数量は明記されていない。「それでよかろう」という言葉の解釈にもよるかもし



















                                                   
322 自工振(1979)p.144. 
323 同上 p.141. 
324 有沢広巳監修(1994b)pp.72-73.やトヨタ(1958)p.237.を始め管見の限りすべての記述がそのよ




327 同上 p.42. 






業と社名を変更）は、1945 年 12 月に早くも三輪トラックの生産を再開した。続いて翌年
7 月以降、戦前からのメーカーである日本内燃機の生産開始や、三井精機、三菱重工水島
等 6 社の新規参入が相次いだ（表 5-3）。 
 
表 5-3 新規参入三輪トラックメーカーの資本金、生産開始時期等 
メーカー 車名 母体 資本金 生産開始 
三井精機 オリエント 旧島津製作所・東洋精機 1 億円 21 年 7 月 
三菱重工業水島機器 みずしま 10 億円 21 年 7 月 
愛知起業 ヂャイアント 旧愛知航空機 3,000 万円 21 年 7 月 
明和興業 アキツ  旧川西航空機 6,000 万円 21年 12月 
汽車製造 ナニワ 1億 2,000万円 22 年 4 月 













                                                   
329 西日本水産所有の旧海軍燃料タンク 1,100 トン、広島鉄道局管理の薬莢用鉄板 200 トン、徳山燃
料廠の燃料タンク 2,000 トンなど（東洋工業(1972)p.180.）。 





独立するのは、1946 年 6 月に運輸省陸運監理局長通牒「自動車配給機構改善方に関する件」
が出されて以降である331。 
 トヨタにおいては、「1946 年 5 月に自配の代表者を挙母工場に招き、工場見学を兼ねて、
トヨタ自工の進むべき方向について懇談会を開催した。ここで喜一郎は自動車工業の現状
とトヨタの進路について講演し、神谷が他メーカーよりも先を行くマーケティング・チャ
ネル戦略を説明した332。」1946 年に設立された販売店 42 社の内 23 社は旧自配である333。 
同年 11 月 16 日、46 社の販売店を以て「トヨタ自動車販売店組合」が創設された。 
 日産においても、翌月に 47 社を以て「日産自動車販売組合」が創設された。日産の販












                                                   


































活発化し、11 月 15 日、伊豆長岡で各特約店の初顔合せが行われた。 
 当時の販売店は下記の 17 社だった338。」として、全国 17 社の販売店名が列挙されてい
る339。 
 小型自動車界においても、1941 年に統制により各府県に販売店の設置が義務付けられた。 
発動機製造においては、特約店（サブディーラー、筆者）からの昇格等により前年の販
売店数 39 店が 64 店に増加したが、終戦後の 1947 年には 51 店となった。その後、1949
年には 55 店、1951 年には 62 店と、販売網は拡張していった340。 
 東洋工業においては、「経済の安定化と戦後統制の撤廃をまえに、東洋工業は三輪トラ





































ック販売網の整備拡充に着手した。このとき、(中略)『1 県 1 特約店方針』が打ちたてら
れた341」が、1947 年 5 月の時点でも「マツダ号三輪トラックの販売網は、戦前そのままの











図 5-2 「建設は輸送力カラ！」高速機関工業の広告 
 





                                                   
341東洋工業(1972)p.189. 
342 同上。なお、「第 4 章第 1 節（4）流通」を参照。 
343 同上 p.191. 
344 愛知トヨタ(1969）p.184. 




に市場に出回るように」なる 1949 年頃まで製作された346。 
 ディーラーにおける自動車整備に対して、自動車整備業者はどのような状況であったの
であろうか。 





















第 3 節 自動車統制会と日配、自配の戦後 
 (1) 自動車統制会 
                                                   
346 同上 p.183. 
347 昭和 19 年 2 月 25 日、閣議決定による「決戦非常措置要領」が、同年 4 月、運輸通信省から「旅
客自動車運送事業重点輸送強化実施要網」が発表された。作者は企業整備令とこれらとを混同した
ようである。 
348 PEN 制作室（1998）pp.13-14. 
154 
 
 自動車統制会は、1943 年 11 月、軍需省発足の後その管理下に入り、終戦直前には「陸
軍省の管轄となり、兵器行政本部の事務的補助機関になろうとしていた」が、GHQ の命令
により 1945 年 11 月 14 日、事実上（形式的には 1946 年 9 月）解散させられた。そして、
翌日 11 月 15 日に、自動車協議会が設立された。翌月には、トヨタ、日産、ヂーゼル、三
菱重工により、自動車製造工業組合が設立され「（自動車）協議会運営の中核となった349。」
自動車製造工業組合は、1948 年 3 月 31 日解散し、翌日 4 月 1 日に自動車工業会が設立さ
れる。そして、1967 年 4 月に、日本小型自動車工業会と合併し、今日の社団法人日本自動
車工業会となるのである。 











 (2) 日配、自配355 
 自動車統制会に直結する日配は、終戦直後から機能が停止させられていたが、自工会
(1988)では、1946 年 7 月 22 日の解散が記されているだけである356。しかし、以下に示す
資料から、解散に至るまでの時期的な推移がほぼ統制会と同様であったことがわかる。 
「日配の解散は昭和 20 年 8 月 15 日の予定であったが、終戦が国民に知らされたこの日
の株主総会は、定員不足のため流会となり、その後、重役中から会社延命論が出されたこ


































第 4 節 自動車整備業者組織の変遷 
 本項においては、愛知県における自動車整備業者組織の戦後の変遷と、自動車整備業者
の中央組織において、普通自動車と小型自動車に分かれていたものが、社団法人日本自動










車整備振興会連合会として一体化される経緯について述べる（表 5-4 参照）。 






 1951 年 6 月の道路運送車両法公布（施行は 7 月）に伴い、その第 95 条に基づき、1951
年 8 月に、愛知県自動車整備工業協同組合は社団法人愛知県自動車整備振興会に改組され
今日に至っている。 
 普通自動車整備業者の中央団体としては、1947 年 4 月に全国自動車整備工業協同組合連
合会が組織された。1948 年 1 月には、日本自動車整備協会と改組され、1951 年 7 月には、
道路運送車両法第 95 条の規定により、社団法人日本自動車整備振興会と改組された。 
 一方、小型自動車整備業者の中央団体として、1948 年 10 月、全国小型自動車整備組合
連合会が組織された。そして、1950 年 1 月に、日本小型自動車販売協会と合体し日本小型




会として一体化されるのは 1967 年 7 月である。 
 表中には、「中央団体の合体に伴い、地方でも普通整振と小型整振の合体促進」と記述
されているが、実際の進捗は必ずしも順調ではなく、10 年後の 1977 年においても、小型





                                                   
364 愛整振(1971）p.12. 正しくは「組織変更」ではなく、「新しく組織された」のである。 
365 愛整振(1971）p.12. 
366 同上。 






表 5-4 自動車整備業界の組織の推移 （2）（全国及び愛知県） 
全   国 愛 知 
年 月 普通車業界 小型車業界 備考 年 月 組織 
1946 1 整備組合  各地（任意）    
 12 整備工業協同組合  
各地 
（協同組合法） 




整備協同組合  1947 3 
愛知県自動車整備
工業協同組合 
    独禁法の公布    




     
 10  
○全国小型自動車 
整備組合連合会 
    
1950 1  
○日本小型自動車協会 
（日小販協と合体） 



















1952 10  
○社団法人全国小型自動車 
整備振興会連合会 
    












第 5 節 法制度の確立―道路運送車両法の制定― 















1．1903 年(明治 36 年)乗合自動車営業取締規則(愛知県令)、自動車取締規則(長野県令)、
自動車営業取締規則(京都府令)等 
1907 年(明治 40 年)自動車取締規則(警視庁令) 
2．1919 年(大正 8 年)自動車取締令(内務省令) 
3．1933 年(昭和 8 年)自動車取締令改正(内務省令) 
4．1947 年(昭和 22 年)道路運送法 
 
1． 1903 年(明治 36 年)乗合自動車営業取締規則(愛知県令)、自動車取締規則(長野県令)、
自動車営業取締規則(京都府令)等 
1903 年(明治 36 年)8 月に、愛知県が「乗合自動車営業取締規則」を制定したのが、我
が国最初の自動車取締規則である。 
この頃、日本のいくつかの地域において、乗合自動車の営業を企画するものが相次いだ。


























































はその関連を想起せしめるものはない。しかし 1907 年の警視庁令と 1919 年の内務省令と
の違いをみると、自動車の構造面でほぼ前者のものが踏襲されているのであるが、後者に








3． 1933 年(昭和 8 年) 自動車取締令(内務省令)改正 
内務省令「自動車取締令」が制定された 1919 年における全国の自動車保有台数はわず
か 7 千台であった。 
関東大震災後の復興に自動車が活躍した頃から、徐々に国民によって自動車の利便性、
そして身近さが認識されるようになった。自動車保有台数の急激な伸びが始まり、14 年後
の 1933 年には、自動車保有台数は約 30 倍の 13 万 5 千台となった。 
1919 年制定の自動車取締令は、わずか全 37 条よりなっていたが、この改正により 7 章
                                                   
375 1903 年における諸車の保有台数は、馬車 98 千台、牛車 28 千台、荷車 1349 千台、人力車 185 千





全 92 条へと大幅に内容の充実が図られた。第 2 章に於いて 19 条を費やして、自動車の構
造や各部の機能が格段にきめ細かく規定された。例えば、ブレーキにおいては「…走行速




































4． 1947 年(昭和 22 年)道路運送法(法律第 191 号) 
自動車取締令は、内務省の解体に伴い、また、自動車保有台数の増加、交通事故の頻発






1947 年に道路運送法が制定された直後に、運輸省令第 36 号として「車輛規則」が制定
された。第 1 章総則第 1 条に「車輛の検査、整備及び登録については、道路運送法の規定
による外、この省令の定めるところによる。」と定められ、自動車整備産業を規定するこ
ととなった。第 2 章自動車第 1 節「構造装置及び性能」において、寸法及び重量、安定性、
制動装置、最小回転半径など現在の「保安基準」そのものが、第 2 節検査においては「検









                                                   
379 この表現はやや不正確で、道路運送法自体は 1931 年制定の自動車交通事業法を引き継いだもの
である。自動車取締令に規定されている「構造」、「検査」、「整備」、「登録」等は道路運送法に組み
入れられた。 














章建ては以下に示す通り全 8 章 112 条の法律である。 
第 1 章 総則 
第 2 章 自動車の登録 
第 3 章  道路運送車両の保安基準(構造、装置、乗車定員等、詳細は運輸省令、筆者、以
下同じ) 
第 4 章 道路運送車両の整備(点検、整備士の技能検定等) 
第 5 章 道路運送車両の検査(車検制度等) 
第 6 章 自動車の整備事業(自動車分解整備事業の認証制度) 
第 7 章 雑則 
第 8 章 罰則 
 
上述したように、道路運送法から道路運送車両法が生まれたこと、また、立法の背景と


























て、運輸省令 36 号「第 2 章自動車第 1 節構造装置及び性能」で定められたものがほぼ踏
襲された(技術基準という文言は通産省の要求により保安基準と修正された。後述)。検査










                                                   
381 1931 年に「自動車工業確立調査委員会第二特別委員会」において松井委員が具申していたこと
である。 






























                                                   
383 既述のように昭和 23 年に運輸省令第 27 号「自動車整備工場認定規則」が定められてはいたが、






















































第 6 章 日本自動車整備産業－1950 年代初頭から現在まで－ 
本章の目的 














第 1 節 自動車保有台数と整備売上の推移 
自動車整備産業にとって、最も基礎となるものは自動車保有台数である。その数は 1898
年の初の 1 台、1910 年の約 100 台から、ピークの 2007 年には 7900 万台を数えるにいたっ
た(図 6-1)。 
保有台数の増加率を見る為に図 6-1 を対数グラフで表したものが図 6-2 である。関東大
震災及び戦争により減少した時期を別として順調に伸びてきた保有台数が、明らかに 1973
年前後を境にその伸び率は鈍化している。保有台数の対前年伸び率を見てみると、第 1 次
オイルショックの影響を受けた 1974 年に 10％を割り込み、以降ほぼ一直線に低下の一途
をたどり、2008 年から保有台数は減少局面に入る(図 6-3)。 
 自動車整備実質総需要を保有台数で除したもの、つまり自動車 1 台当たりの年間整備実
質支出額が図 6-4 である385。1970 年には 1 台当たりの年間整備需要が 18.1 万円であった
ものが、1980 年には 12.4 万円、1990 年には 9.2 万円、2000 年には 8.2 万円へと下落して
                                                   
385 消費者物価指数をデフレーターとする。基準は 2005 年である。 
169 
 














自動車整備産業は 1995 年から衰退段階に入った。その原因は①1973 年頃に始まる自動
車保有台数の伸びの鈍化、さらには 2007 年をピークとする自動車保有台数自体の減少、
②1995 年 7 月施行の道路運送車両法第 10 次改正による「前検査、後整備」の容認、③上
述の整備内容の熟練技能から部品交換作業への変質、④自動車自体の性能の向上等による





脚注 60 で既出の元ディーラー社長は同日のインタビューで次のようにも発言された。「昭和 47、8
年頃、オイルショック後だったと思うが、ディーラーは販売の利益だけではやっていけないと思う
ようになってきた。整備で儲けなきゃだめだと。1986 年、プリンス三重の社長となって、拠点展開
をした。10 拠点ほど作った。販売拠点網、サービス拠点網と 2 店舗網体制で何とか顧客の囲い込み
を図ろうとした。すべて日産の丸抱え、カネは全部出してくれた。」(2011 年 4 月 25 日）。 
日刊自動車新聞 2012 年 8 月 18 日「軽自動車の車検制度施行が“神風”に」にも同様の趣旨の記事
が掲載されている。 






でなく、ユニット交換、利益のない部品の売り上げしか上がらない。」(2011 年 6 月 8 日、N 店店主








  成長期    1951 年頃～1973 年頃 
  成熟期    1973 年頃～1995 年頃 
  衰退期    1995 年頃～ 
 






図 6-2 自動車保有台数（対数表示） 
 
出所：財団法人自動車検査登録情報協会「自動車保有台数の推移」により作成 





図 6-4 自動車 1 台当り年間整備実質支出額（CPI をデフレーターとする。2005 年基準。） 
 
出所：『白書』、総務省「消費者物価指数」より作成 










おける 1961 年のパブリカ店の創設、1967 年のオート店の創設など、ディーラー界におい
ては「新車を売るため」に複数販売チャネルが新設され、その付属サービス工場として整



















                                                   
391 『白書』において、1964 年から 1982 年まではディーラーと兼業者が一括りで「ディーラー」と
して集計されている。ゆえに、この二者を分離するうえで推量せざるを得ない部分があった。 
392 「市場構造の変化に当社の販売体制が合わなくなってきた」。とはネッツ店とビスタ店統合の理










図 6-6 整備工場数の推移 
 





図 6-7 ディーラー整備工場(直販率約 58％の販売店) 
出所：筆者撮影 





図 6-9 専業者整備工場 
出所：筆者撮影 
 
第 3 節 道路運送車両法改正の歴史と自動車整備産業に与えた影響 




道路運送車両法の改正は、制定以来 2011 年 6 月までで 61 回に及ぶが、そのうち他の法
律の影響によるものを除く改正が第 1 次より第 13 次までの 13 回、[道路運送車両法等の
一部を改正する法律 1 条による改正]が 1 回ある。 




第 1 次改正 昭和 27 年 4 月 28 日 
軽自動車の登録及び検査制度の廃止(届け出制に) － 




 自家用乗用車の車検有効期間を 2 年とする(現行 1 年) － 
 検査に際し手数料を徴収する 
第 2 次改正 昭和 30 年 6 月 28 日 
 営業用旅客自動車の検査の有効期間を 1 年とする(現行 9 カ月) － 
 行政の簡素化 
第 3 次改正 昭和 31 年 3 月 20 日 
 検査手数料の値上げ 
道路運送車両法等の一部を改正する法律 1 条による改正 昭和 37 年 5 月 4 日 
 指定自動車整備事業制度(いわゆる民間車検)の創設 
第 4 次改正 昭和 38 年 7 月 15 日 
自動車の使用者に定期点検及び整備の義務を課する ＋＋ 
第 5 次改正 昭和 39 年 3 月 31 日 
 検査手数料の値上げ(限度額、小型自動車現行 200 円を 300 円に) 
 自動車検査登録特別会計の設置に伴い自動車検査登録印紙による納付に 
第 6 次改正 昭和 44 年 8 月 1 日 
 自動車登録ファイルの電子化 
第 7 次改正 昭和 47 年 6 月 12 日 
 軽自動車の車輛検査の義務付け ＋＋ 
上記業務は軽自動車検査協会(全額政府出資)が行う 
第 8 次改正 昭和 50 年 5 月 30 日 
 登録、検査手数料の限度額の値上げ(実額は政令にて) 
第 9 次改正 昭和 57 年 9 月 2 日 (施行は 58 年 4 月) 
自家用乗用自動車の初度登録後の検査の有効期間の延長(2 年を 3 年に) －－ 
 自家用乗用自動車の初度登録後、最初に行うべき定期点検は不要 － 
 定期点検を行っていない自動車について、陸運局長が点検を指示することができる 
第 10 次改正 平成 6 年 7 月 4 日(施行、平成 7 年 7 月) 
継続検査時の｢前整備、後検査｣から、｢前検査、後整備｣も容認 －－－ 
自家用乗用車の 6 カ月点検の義務付け廃止 － 




完成検査終了証の有効期間(6 カ月から 9 カ月に)延長 
第 12 次改正 平成 11 年 6 月 4 日 
 自動車運送事業用の自動車等につき、定期点検の間隔を 1 カ月から 3 カ月に － 
 車両総重量八トン未満の貨物運送用の自動車等につき、初回車検を 1 年から 2 年に － 









 昭和 38 年 7 月 15 日公布(施行、38 年 10 月)の第 4 次改正において、自動車の使用者に
定期点検及び整備の義務を課する、と定められた。 
 それまでの、2 年に一度の法定需要が一挙に 4 倍にその機会が増えたのである。主とし
てこの法定需要を見越して、整備業者はおおきく認証工場の資格取得に動いた。 
昭和 47 年 6 月 12 日公布(施行、昭和 48 年 10 月)の第 7 次改正において、軽自動車の車
輛検査の義務付けが定められた。昭和 48 年における軽自動車の保有(乗用、貨物の計)は
約 630 万台、この台数が一挙に車検対象台数に上乗せされたのである。昭和 49 年、50 年
以降の、保有台数の伸びを上回る整備総需要の伸びの最大の要因はこの軽自動車の車検台








そして、自動車整備業界に最大の負の影響を及ぼしたのが、平成 6 年 7 月 4 日公布(施
















第 4 節 事例研究―O 社の整備売上、人件費、自己資本の推移― 





 O 社は自動車販売も手掛けており、三菱、ダイハツ、スズキの副販売店である。2010 年











                                                   
395 2012 年 3 月期、2013 年 3 月期には増加した。主に軽自動車の増加によるものである。 
396 第 1 章第 4 節(3)参照。 






































































するのは 1990 年であった。 














































                                                   

























Andaleeb, Syed, S. & Basu, Amiya, K. (1994),“Technical complexity and consumer 
knowledge as moderators of service quality evaluation in the automobile service 



































史学』、47 号 2 巻、pp.155-180。 
沢井実(1995)「戦前から戦後へ ―企業経営の変容―」、宮本又郎・阿部武司・宇田川勝・

























社団法人日本自動車整備振興会連合会(1978)『設立 10 周年記念誌』。 
社団法人日本自動車整備振興会連合会(2013)『自動車整備白書平成 24 年度版』他各年度
版。 










































毎日新聞社(1979)『別冊 1 億人の昭和史 昭和自動車史』。 
宮本又郎(1995)「日本型企業経営の起源―江戸時代の企業経営―」、宮本又郎・阿部武司・
宇田川勝・沢井実・橘川武郎『日本経営史[新版] ―江戸時代から 21 世紀へ』、pp.1-83、
有斐閣。 















陸軍自動車学校将校集会所『自動車記事』、昭和 15 年 12 月号他各号。 























付表-1 (4) 専業者の工場平面図―(名古屋市所在) 
 
 


























































































































3 時 55 分から点検仕上げ 

















































































































































































































































































































































































8 時 28 分着 






2 分 ガラス撥水加工 


































オイル交換 2 台 













1 分 鈑金車引取り 




















































































































































中古車修理 15 分終了 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































東京府 1,050 45 149 15 26 54 772 0 0 0 0 0 0 0 1,061
大阪府 660 95 0 27 0 44 119 245 60 32 21 20 8 0 671
京都府 217 29 0 16 0 38 147 0 15 0 0 3 0 0 248
愛知県 101 21 0 6 0 36 44 0 4 0 0 0 0 0 111
神奈川 55 18 0 8 0 14 21 0 12 0 0 0 0 0 73
兵庫県 344 46 0 7 0 37 0 196 32 11 14 10 0 0 353
千葉県 36 2 0 3 0 4 29 0 3 0 0 0 0 0 41
埼玉県 44 4 0 3 0 4 34 0 2 0 0 0 0 0 47
茨城県 65 3 0 6 0 15 43 0 6 0 0 0 0 0 73
群馬県 60 3 0 4 0 13 43 0 4 0 0 0 0 0 67
栃木県 36 2 0 1 0 7 26 0 1 0 0 0 0 0 37
青森県 29 5 0 4 0 4 20 0 4 0 0 0 0 0 37
岩手県 135 7 0 3 0 16 109 0 2 0 0 0 0 0 137
秋田県 29 2 0 0 0 4 24 0 1 0 0 0 0 0 31
山形県 39 10 0 9 0 8 21 0 11 0 0 0 0 0 59
宮城県 44 9 0 7 0 15 19 0 0 0 0 0 0 0 50
福島県 65 4 0 4 0 31 22 0 7 0 0 0 0 0 68
新潟県 74 8 0 0 0 14 47 0 5 0 0 0 0 0 74
富山県 42 4 0 2 0 3 38 0 2 0 0 0 0 0 49
長野県 81 9 0 3 0 17 51 0 4 0 0 0 0 0 84
山梨県 13 1 0 2 0 4 5 0 1 0 0 0 0 0 13
静岡県 56 7 0 1 0 8 37 0 6 0 0 0 0 0 59
岐阜県 47 2 0 2 0 8 33 0 4 0 0 0 0 0 49
石川県 28 4 0 1 0 6 15 0 4 0 0 0 0 0 30
福井県 35 2 0 0 0 12 20 0 4 0 0 0 0 0 38
滋賀県 21 5 0 1 0 4 13 0 1 0 0 0 0 0 24
三重県 60 18 0 7 0 25 31 0 16 0 0 0 0 0 97
奈良県 25 1 0 3 0 7 14 0 0 0 0 0 0 0 25
和歌山県 21 2 0 1 0 7 11 0 1 0 0 0 0 0 22
鳥取県 25 2 0 1 0 7 14 0 3 0 0 0 0 0 27
島根県 90 3 0 14 0 10 78 0 14 0 0 0 0 0 119
岡山県 53 13 0 1 0 17 21 0 1 0 0 0 0 0 53
広島県 53 10 0 3 0 15 28 0 6 0 0 0 0 0 62
山口県 63 8 0 2 0 37 18 0 2 0 0 0 0 0 67
徳島県 34 1 0 3 0 6 24 0 3 0 0 0 0 0 37
高知県 169 7 0 3 0 8 154 0 0 0 0 1 0 0 173
香川県 38 1 0 6 0 16 19 0 0 0 0 0 0 0 42
愛媛県 43 2 0 13 0 14 24 0 0 0 0 0 0 0 53
福岡県 92 4 0 0 0 5 81 0 3 0 0 1 0 0 94
大分県 62 2 0 1 0 1 57 0 3 0 0 0 0 0 64
佐賀県 42 6 0 5 0 17 20 0 11 0 0 0 0 0 59
長崎県 24 3 0 1 0 10 14 0 1 0 0 0 0 0 29
熊本県 70 6 0 11 0 19 36 0 7 0 0 0 0 0 79
宮崎県 34 3 0 1 0 16 18 0 3 0 0 0 0 0 41
鹿児島県 33 19 0 4 0 0 15 0 4 0 0 0 0 0 42
沖縄県 9 1 0 2 0 2 5 0 5 0 0 0 0 0 15
北海道 149 18 0 9 0 27 100 0 11 0 0 0 0 2 167
全国件数 4,595 477 149 226 26 686 2,534 441 289 43 35 35 8 2 4,951
